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Ⅰ．平成３０年度官庁営繕関係補正予算（第２次）配分方針 

 

平成３０年度官庁営繕関係補正予算（第２次）については、「防災・減災、国土強靱化の

ための３か年緊急対策のうち初年度の対策」を行うための所要の経費が計上されたところ

である。 

配分に当たっては、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」として、官庁営

繕関係予算にて実施する、災害時における災害応急対策活動への支障のおそれを解消する

ための事業のうち初年度の対策に配分を行うこととする。 

 

 

Ⅱ．平成３０年度補正予算（第２次）配分総括表 
 

 
 

 

Ⅲ．事業別概要 
 
１．「防災・減災、国土強靱化のための緊急対策」 

 ○災害応急対策活動拠点となる官庁施設に関する緊急対策    事業費７２２百万円 

重要インフラの緊急点検結果を踏まえ、災害時における災害応急対策活動への支障の

おそれを解消するため、官庁施設の自家発電設備、受変電設備改修等を実施。 
 
 
 

[総事業費] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

官庁営繕事業

・施設特別整備 338 384 722

区 分

「防災・減災、国土強靱化
のための緊急対策」
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Ⅳ．地方整備局等別配分額 

１．「防災・減災、国土強靱化のための緊急対策」 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[直轄事業] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計

0 0 0

0 0 0

0 354 354

0 30 30

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

338 0 338

338 384 722

区分

北陸地方整備局

官庁営繕事業

本　　　省

北海道開発局

東北地方整備局

関東地方整備局

中部地方整備局

近畿地方整備局

中国地方整備局

四国地方整備局

九州地方整備局

沖縄総合事務局

合　　　計
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Ⅴ．配分箇所の具体事例 

 １．「防災・減災、国土強靱化のための緊急対策」 

 

都道府県名 箇所名
配分額

（百万円）
事  業  概  要

関　東 気象衛星センター 354 本施設は、大規模災害時における災害応急対
策活動への支障のおそれを解消するため、自
家発電設備の燃料槽の増設を実施する。

（施　工　地）東京都清瀬市
（構造・規模）RC-1、340㎡

北　陸 金沢第２地方合同庁舎 30 本施設は、大規模災害時における災害応急対
策活動への支障のおそれを解消するため、外
構改修（浸水対策工事）を実施する。

（施　工　地）石川県金沢市
（構造・規模）SRC-8-1、14,482㎡

本　省 中央合同庁舎第４号館 250 本施設は、大規模災害時における災害応急対
策活動への支障のおそれを解消するため、受
変電設備改修を実施する。

（施　工　地）千代田区霞が関
（構造・規模）SRC-12-2、53,496㎡

本　省 財務省本庁舎 88 本施設は、大規模災害時における災害応急対
策活動への支障のおそれを解消するため、自
家発電設備の燃料槽の増設を実施する。

（施　工　地）千代田区霞が関
（構造・規模）SRC-5-1、56,305㎡


